
６.中間基金等変動計算書

平成19年度中間会計期間（平成19年4月１日から平成19年9月30日まで）
（単位：百万円）

基金等

剰余金

その他剰余金 基金等合計

基金償却
準備金

価格変動
積立金

退職給与
積立金

社会厚生
事業増進
積立金

不動産
圧縮

積立金

特別
準備金

別途
積立金

中間
未処分
剰余金

直前事業年度末残高 120,000 290,000 452 5,959 40,000 15,264 1,944 477 19,950 2,000 85 214,642 300,322 710,775

中間会計期間中の変動額

　 社員配当準備金の積立て △177,228 △177,228 △177,228

　 損失てん補準備金の積立て 538 △538 ― ―

　 基金償却積立金の積立て 60,000 60,000

 　基金利息の支払 △1,825 △1,825 △1,825

　 中間純剰余 90,684 90,684 90,684

　 基金の償却 △60,000 △60,000

　 基金償却準備金の積立て 35,000 △35,000 ― ―

　 基金償却準備金の取崩 △60,000 △60,000 △60,000

　 退職給与積立金の積立て 261 △261 ― ―

　 退職給与積立金の取崩 △6 6 ― ―

　 社会厚生事業増進積立金の積立て 600 △600 ― ―

　 社会厚生事業増進積立金の取崩 △387 387 ― ―

　 不動産圧縮積立金の積立て 49 △49 ― ―

　 不動産圧縮積立金の取崩 △861 861 ― ―

　 土地再評価差額金の取崩 2,641 2,641 2,641

　 基金等以外の項目の中間会計期間
　 中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 △60,000 60,000 ― 538 △25,000 ― 254 212 △811 ― ― △120,922 △145,728 △145,728

中間会計期間末残高 60,000 350,000 452 6,497 15,000 15,264 2,199 689 19,138 2,000 85 93,719 154,594 565,047

　 　　

　

　 　 　　 　 　 　

　

　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　 　　 　 　 　

　 　 　　 　 　 　

　 　 　　 　 　 　

基金
基金償却
積立金

再評価
積立金 損失てん

補準備金
剰余金合計

　 　 　 　

評価・換算差額等

純資産合計

直前事業年度末残高 2,115,313 1 90,691 2,206,005 2,916,780

中間会計期間中の変動額

　 社員配当準備金の積立て △177,228

　 損失てん補準備金の積立て ―

　 基金償却積立金の積立て 60,000

 　基金利息の支払 △1,825

　 中間純剰余 90,684

　 基金の償却 △60,000

　 基金償却準備金の積立て ―

　 基金償却準備金の取崩 △60,000

　 退職給与積立金の積立て ―

　 退職給与積立金の取崩 ―

　 社会厚生事業増進積立金の積立て ―

　 社会厚生事業増進積立金の取崩 ―

　 不動産圧縮積立金の積立て ―

　 不動産圧縮積立金の取崩 ―

　 土地再評価差額金の取崩 2,641

　 基金等以外の項目の中間会計期間
　 中の変動額（純額） △224,525 2 △2,646 △227,168 △227,168

中間会計期間中の変動額合計 △224,525 2 △2,646 △227,168 △372,897

中間会計期間末残高 1,890,787 3 88,045 1,978,836 2,543,883

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

その他有価
証券評価
差額金

繰延ヘッジ
損益
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平成20年度中間会計期間（平成20年4月１日から平成20年9月30日まで）
（単位：百万円）

基金等

剰余金

その他剰余金 基金等合計

基金償却
準備金

価格変動
積立金

退職給与
積立金

社会厚生
事業増進
積立金

不動産
圧縮

積立金

特別
準備金

別途
積立金

中間未処分
剰余金

直前事業年度末残高 60,000 350,000 452 6,497 15,000 15,264 2,113 497 19,138 2,000 85 171,051 231,648 642,101

中間会計期間中の変動額

　社員配当準備金の積立て △139,107 △139,107 △139,107

　損失てん補準備金の積立て 421 △421 ― ―

  基金利息の支払 △1,049 △1,049 △1,049

　中間純剰余 74,262 74,262 74,262

　基金償却準備金の積立て 15,000 △15,000 ― ―

　価格変動積立金の積立て 14,500 △14,500 ― ―

　退職給与積立金の取崩 △484 484 ― ―

　社会厚生事業増進積立金の積立て 600 △600 ― ―

　社会厚生事業増進積立金の取崩 △383 383 ― ―

　不動産圧縮積立金の積立て 1,298 △1,298 ― ―

　不動産圧縮積立金の取崩 △439 439 ― ―

　土地再評価差額金の取崩 795 795 795

　基金等以外の項目の中間会計期間
　中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 ― ― ― 421 15,000 14,500 △484 216 858 ― ― △95,610 △65,098 △65,098

中間会計期間末残高 60,000 350,000 452 6,918 30,000 29,764 1,629 714 19,997 2,000 85 75,441 166,550 577,002

剰余金合計
基金

基金償却
積立金

再評価
積立金

損失て
ん

補準備
金

評価・換算差額等

純資産合計

直前事業年度末残高 1,131,732 11 83,350 1,215,094 1,857,195

中間会計期間中の変動額

　社員配当準備金の積立て △139,107

　損失てん補準備金の積立て ―

  基金利息の支払 △1,049

　中間純剰余 74,262

　基金償却準備金の積立て ―

　価格変動積立金の積立て ―

　退職給与積立金の取崩 ―

　社会厚生事業増進積立金の積立て ―

　社会厚生事業増進積立金の取崩 ―

　不動産圧縮積立金の積立て ―

　不動産圧縮積立金の取崩 ―

　土地再評価差額金の取崩 795

　基金等以外の項目の中間会計期間
　中の変動額（純額） △186,062 △5 △694 △186,762 △186,762

中間会計期間中の変動額合計 △186,062 △5 △694 △186,762 △251,861

中間会計期間末残高 945,669 5 82,656 1,028,331 1,605,334

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

その他有価
証券評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益
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平成19年度（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）
（単位：百万円）

基金等

剰余金

その他剰余金 基金等合計

基金償却
準備金

価格変動
積立金

退職給与
積立金

社会厚生
事業増進
積立金

不動産
圧縮

積立金

特別
準備金

別途
積立金

当期
未処分
剰余金

前事業年度末残高 120,000 290,000 452 5,959 40,000 15,264 1,944 477 19,950 2,000 85 214,642 300,322 710,775

当事業年度変動額

　 社員配当準備金の積立て △177,228 △177,228 △177,228

　 損失てん補準備金の積立て 538 △538 - -

　 基金償却積立金の積立て 60,000 60,000

 　基金利息の支払 △1,825 △1,825 △1,825

　 当期純剰余 163,182 163,182 163,182

　 基金の償却 △60,000 △60,000

　 基金償却準備金の積立て 35,000 △35,000 ― ―

　 基金償却準備金の取崩 △60,000 △60,000 △60,000

　 退職給与積立金の積立て 261 △261 ― ―

　 退職給与積立金の取崩 △92 92 ― ―

　 社会厚生事業増進積立金の積立て 600 △600 ― ―

　 社会厚生事業増進積立金の取崩 △579 579 ― ―

　 不動産圧縮積立金の積立て 49 △49 ― ―

　 不動産圧縮積立金の取崩 △861 861 ― ―

　 土地再評価差額金の取崩 7,197 7,197 7,197

　 基金等以外の項目の当事業年度
　 変動額（純額）

当事業年度変動額合計 △60,000 60,000 ― 538 △25,000 ― 169 20 △811 ― ― △43,590 △68,674 △68,674

当事業年度末残高 60,000 350,000 452 6,497 15,000 15,264 2,113 497 19,138 2,000 85 171,051 231,648 642,101

基金
基金償却
積立金

再評価
積立金 損失てん

補準備金
剰余金合計

評価・換算差額等

純資産合計

前事業年度末残高 2,115,313 1 90,691 2,206,005 2,916,780

当事業年度変動額

　 社員配当準備金の積立て △177,228

　 損失てん補準備金の積立て ―

　 基金償却積立金の積立て 60,000

 　基金利息の支払 △1,825

　 当期純剰余 163,182

　 基金の償却 △60,000

　 基金償却準備金の積立て ―

　 基金償却準備金の取崩 △60,000

　 退職給与積立金の積立て ―

　 退職給与積立金の取崩 ―

　 社会厚生事業増進積立金の積立て ―

　 社会厚生事業増進積立金の取崩 ―

　 不動産圧縮積立金の積立て ―

　 不動産圧縮積立金の取崩 ―

　 土地再評価差額金の取崩 7,197

　 基金等以外の項目の当事業年度
　 変動額（純額） △983,580 10 △7,340 △990,910 △990,910

当事業年度変動額合計 △983,580 10 △7,340 △990,910 △1,059,584

当事業年度末残高 1,131,732 11 83,350 1,215,094 1,857,195

評価・換算
差額等合計

その他有価
証券評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

Administrator
明治安田生命保険相互会社

Administrator
－ 本資料 16 －



 

注記事項 

（中間貸借対照表関係）    

平 成 20 年 度 中 間 会 計 期 間 末 

１． 会計方針に関する事項 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

 有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものおよび金銭の信託において信託財産として運

用している有価証券を含む）の評価は、売買目的有価証券については９月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価

の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連

会社株式（保険業法第２条第１２項に規定する子会社および保険業法施行令第２条の３第２項に規定する子法人等のうち

子会社を除いたものならびに同条第３項に規定する関連法人等が発行する株式をいう）については移動平均法による原価

法、その他有価証券で時価のあるもののうち株式については９月中の市場価格等の平均、それ以外については９月末日の

市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価のないものについては取得差額が金利調整差額と認

められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法による償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については

移動平均法による原価法によっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理

しております。 

(2) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

 デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

(3) 土地の再評価に関する法律第３条第３項に規定する再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行っておりま

す。なお、評価差額については、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、

これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日  平成１２年３月３１日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号に定める「地価公示法の

規定により公示された価格」に奥行補正等の合理的な調整を行って算定 

なお、平成１６年１月１日付の合併により安田生命保険相互会社から承継した土地再評価差額金に係る再評価の年月

日および方法は次のとおりであります。 

再評価を行った年月日  平成１３年３月３１日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号に定める「地価公示法の

規定により公示された価格」に奥行補正等の合理的な調整を行って算定したほか、第５号に定める「鑑定評価」に基

づいて算出 

(4) 有形固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・建物 

① 平成１９年３月３１日以前に取得したもの 

旧定額法によっております。 

② 平成１９年４月１日以降に取得したもの 

定額法によっております。 

・建物以外 

① 平成１９年３月３１日以前に取得したもの 

旧定率法によっております 

② 平成１９年４月１日以降に取得したもの 

定率法によっております。 

Administrator
－ 本資料 17 －

Administrator
明治安田生命保険相互会社



 

平 成 20 年 度 中 間 会 計 期 間 末 

(5) 自社利用のソフトウェアの減価償却の方法 

 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法により行って

おります。 

(6) 外貨建資産等の本邦通貨への換算基準 

 外貨建資産・負債（子会社株式及び関連会社株式は除く）は、９月末日の為替相場により円換算しております。なお、子

会社株式及び関連会社株式は、取得時の為替相場により円換算しております。 

(7) 引当金の計上方法 

① 貸倒引当金 

 貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。破産、民事再生

等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対する債権および実質的に経

営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権については、下記直接減額後の債権額から担

保の回収可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現状、経営

破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額

から担保の回収可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合

的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等

から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監

査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

 なお、破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額および保証

等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額

は５０百万円であります。 

② 退職給付引当金 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の

設定に関する意見書」平成１０年６月１６日企業会計審議会）に基づき、当中間期末において発生したと認められる額

を計上しております。 

 なお、当中間期末においては、年金資産見込額が退職給付債務見込額を上回っているため、退職給付引当金の

残高はありません。 

③ 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、支給見込額のうち、当中間期末におい

て発生したと認められる額を計上しております。 

 なお、当社は平成１９年度の報酬委員会において、平成２０年６月３０日をもって退職慰労金制度を廃止することを

決議し、制度廃止日以降在任役員に係る繰入を実施しておりません。 

④ 偶発損失引当金 

 偶発損失引当金は、保険業法施行規則第２４条の４の規定に基づく引当金であり、債権流動化に関し将来発生す

る可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。 

(8) 価格変動準備金の計上方法 

 価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に準じて算出した額を計上しております。 

(9) リース取引の処理方法 

 リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(10) ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（平成１９年６月１５日 企業会計基準委員会）に従い、主に、貸付

金および借入金に対するキャッシュ・フローのヘッジとして金利スワップの特例処理、外貨建債券に対する為替変動リスク

のヘッジとして為替予約による時価ヘッジを行っております。 

 なお、時価ヘッジの有効性の判定には、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析によっております。 
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(11) 消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、

税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについて

は、当中間期に費用処理しております。 

(12) 責任準備金の積立方法 

 責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式により計算してい

ます。 

① 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

なお、責任準備金には、保険業法施行規則第６９条第５項の規定に基づき、平成８年４月１日以前に契約締結した個人

年金保険契約について、予定利率２.７５％を用いて保険料積立金を計算したことにより生じた差額を、前年度から３年間に

わたり追加して積み立てることとしたもの４３８,０３３百万円が含まれております。このうち当中間期に積み立てた額は５９,３６８

百万円であり、当中間期末における積立所要額の７３.５％まで積み立てております。 

(13) 税効果会計に関する事項 

 中間期に係る法人税及び住民税ならびに法人税等調整額は、当期において予定している剰余金処分方式による

社員配当準備金、不動産圧縮積立金の積立てまたは取崩しを前提として、当中間期に係る金額を計算しておりま

す。 

２． 消費貸借契約により貸し付けている有価証券（現金担保付債券貸借取引による有価証券を含む）の貸借対照表価額は、

１,６２７,８５３百万円であります。 

３． 貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権および貸付条件緩和債権の額は、３０,１７５百万円でありま

す。なお、それぞれの内訳は以下のとおりであります。 

(1) 貸付金のうち、破綻先債権額は１,７３０百万円、延滞債権額は２,８３７百万円であります。 

 上記取立不能見込額の直接減額は、延滞債権額５０百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息

の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未

収利息不計上貸付金」という）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲

げる事由または同項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者の経営再建または支援を図ることを

目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 

(2) 貸付金のうち、３ヵ月以上延滞債権額はありません。 

 なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として３ヵ月以上延滞している

貸付金で破綻先債権および延滞債権に該当しないものであります。 

(3) 貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は２５,６０６百万円であります。 

 なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上

延滞債権に該当しない貸付金であります。 

４． 保険業法第１１８条の規定による特別勘定の資産の額は、６５４,７３８百万円であります。 

 なお、同勘定の負債の額も同額であります。 

５． 中間貸借対照表に計上した有形固定資産および無形固定資産のほか、リース契約により使用している重要な有形固定

資産として電子計算機およびその周辺機器等があります。 
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６． 社員配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

前年度末現在高 ３７３,７８７百万円

前年度剰余金よりの繰入額 １３９,１０７百万円

当中間期社員配当金支払額 ９３,１０５百万円

利息による増加等 ６１１百万円

当中間期末現在高 ４２０,４００百万円

７． 子会社等の株式等は、１５５,６１１百万円であります。 

８． 担保に供されている資産の額は、有価証券１０,１６６百万円であります。 

９． 保険業法施行規則第７３条第３項において準用する同規則第７１条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する支

払備金（以下「出再支払備金」という）の金額は１０６百万円、同規則第７１条第１項に規定する再保険を付した部分に相当す

る責任準備金（以下「出再責任準備金」という）の金額は９４７百万円であります。 

１０． 貸付金に係るコミットメントライン契約等の融資未実行残高は、８,９８３百万円であります。 

１１． その他負債には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金１００,０００百万円を

含んでおります。 

１２． その他負債には、債券貸借取引に伴う受入担保金３０８,３６６百万円を含んでおります。 

１３． 保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当中間期末における当社の今後の負担見積額は

５２,６６４百万円であります。 

 なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。 
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注記事項 

（中間損益計算書関係） 

平 成 20 年 度 中 間 会 計 期 間 

１． 有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券９,９５７百万円、株式等５,６２２百万円、外国証券１,３７０百万円であります。 

 有価証券売却損の主な内訳は、国債等債券３,１６５百万円、株式等１３５百万円、外国証券１５,６８２百万円であります。 

 有価証券評価損の主な内訳は、株式等１７,１１５百万円、外国証券３,９７２百万円であります。 

２． 支払備金戻入額の計算上、足し上げられた出再支払備金繰入額の金額は２２百万円、責任準備金戻入額の計算上、足

し上げられた出再責任準備金繰入額の金額は３１１百万円であります。 

３． 利息及び配当金等収入の内訳は次のとおりであります。 

預貯金利息 ５３２百万円

有価証券利息・配当金 １６２,２３６百万円

貸付金利息 ６１,９４９百万円

不動産賃貸料 ２０,４３８百万円

その他利息配当金 ４,７０８百万円

計 ２４９,８６４百万円

４． 当中間期における減損損失に関する事項は、次のとおりであります。 

(1) 資産のグルーピング方法 

 保険事業等の用に供している不動産等については、保険事業等全体で１つの資産グループとしております。

また、保険事業等の用に供していない賃貸不動産等および遊休不動産等については、それぞれの物件ごとに１

つの資産グループとしております。 

(2) 減損損失の認識に至った経緯 

 不動産市況の悪化等により、一部の資産グループに著しい収益性の低下または時価の下落が見られたことから、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

(3) 減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の種類ごとの内訳 

 

 

 

 

 

(4) 回収可能価額の算定方法 

 回収可能価額は、賃貸不動産等については物件により使用価値または正味売却価額を、遊休不動産等については

正味売却価額を適用しております。なお、使用価値については見積乖離リスクを反映させた将来キャッシュ・フローを 

２.８２％で割り引いて算定しております。また、正味売却価額については不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価額等か

ら処分費用見込額を差し引いた価額、または公示価格等を基準にした評価額等をもとに算定しております。 

 

 

 

用　途 件　数 減　 損　 損　 失（百万円）

土　地 建　物 計

賃貸不動産等 ３件 １７６ ３９０ ５６６

遊休不動産等 ３１件 ７８７ ８５９ １,６４６

合　計 ３４件 ９６３ １,２４９ ２,２１２
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